
（第３種郵便物認可） プロパン・ブタンニュース ２０１９年（平成３１年）２月１８日（月曜日） （４）
2019年度政府予算案補助金リスト

Ａ．経済産業省管轄

№ 補助事業 補助率 事業内容 対象機器類（予定）

１ 省エネルギー投資促進
に向けた支援等補助金

２/３、１/２
（エネマネ）、
１/３、１/４

①省エネ設備への入れ替え②ＺＥＨの実証支援
③ＺＥＢの実証支援④次世代省エネ建材の実証
支援。補助対象は法人（全業種）

ＣＨＰ、ＥＨＰ、吸収冷
温水機、ボイラー、燃転
など

２

災害時に備えた社会的重
要インフラへの自衛的な
燃料備蓄の推進事業保補
助金

２/３、１/２

避難所や医療てん福祉施設での自家発電設備等
を稼働させるためのＬＰガスタンク等の設置を
補助。法人（病院、学校、ビル、工場）への災
害対応バルク貯槽とＧＨＰを含む燃焼設備

災対バルク、発電機、自
立型ＧＨＰなど

３ 中小企業等に対するエネ
ルギー診断事業補助金

省エネ診断を
無料実施　　

①法人（中小企業等）を対象に省エネ診断の無
料実施等②省エネ支援拠点の構築、地域におけ
る省エネ支援の充実

―

４
天然ガスの環境調和等に
資する利用促進事業補助
金

１/２、１/３

中圧ガス導管等で供給を受けている病院、学校、
ビル、工場、天然ガスステーション等に対し、
コージェネレーションシステムなど、天然ガス
利用設備の導入または更新費用を補助

コージェネレーションシ
ステム、吸収冷温水機、
ＧＨＰ、ボイラーなど

５
社会経済活動の維持に資
する天然ガス利用設備購
入支援事業補助金

２/３、１/２
法人（病院、学校、ビル、工場）に災害時にも
対応可能な天然ガス利用設備導入を補助し停電
時のＢＣＰと平時の環境対策を図る

コージェネレーションシ
ステム、吸収冷温水機、
ＧＨＰ、ボイラーなど

Ｂ．環境省管轄

１
先進対策の効率的実施に
よるＣＯ２排出量大幅削
減事業

１/２、１/３
Ｌ２－Ｔｅｃｈ認証製品の導入、運用改善等に
よりＣＯ２削減目標を掲げ、目標達成した事業
者に設備導入費用を補助

吸収冷温水機、ＧＨＰ、
ＥＨＰ、ボイラー

２

業務用施設等におけるＺ
ＥＢ化・省ＣＯ２化促進
事業（ＺＥＢ化実現に向
けた先進的省エネ建築物
実証事業等）

２/３～１/３
①ＺＥＢ実現に向けた省エネ建築物実証②既存
建築物の省ＣＯ２改修補助③国公立公園宿舎施
設の省ＣＯ２支援―など

吸収冷温水機、ＧＨＰ、
ＥＨＰ、ボイラー、照明

３
Ｌ２－Ｔｅｃｈ（先導的
低炭素技術）導入拡大促
進事業

１/２ ①Ｌ２－Ｔｅｃｈリストの更新・拡充・情報発
信②Ｌ２－ｔｅｃｈ導入実証事業

法人（ビル・工場等）と
地方公共団体（庁舎）に
吸収式冷温水機、ＧＨＰ、
ＥＨＰ、ボイラー、照明

４ ＣＯ２削減ポテンシャル
診断推進事業

定額補助 
中小企業１/２ 
その他１/３

①工場・事業場を対象にＣＯ２削減診断の実施
と診断結果に基づく削減対策実施案策定を支援 
②20％以上（中小企業は10％）のＣＯ２削減を
条件に設備更を支援

吸収冷温水機、ＧＨＰ、
ＥＨＰ、ボイラー

５

脱フロン・低炭素社会の
早期実現のための省エネ
型自然冷媒機器導入加速
化事業

１/３

①冷凍冷蔵庫、食品製造工場、食品小売店舗にお
ける省エネ型自然冷媒機器の導入を補助②再エ
ネ電力活用推進にむけた冷凍冷蔵機器における
エネルギー管理システム対応化（調査検討委託）

ターボ冷凍機など

６ 設備の高効率化改修支援
事業

２/３、
１/２、
１/３　

①設備の高効率化改修による省ＣＯ２②熱利用
設備の低炭素・脱炭素化による省ＣＯ２③温泉
供給設備高効率化改修による省ＣＯ２促進④Ｐ
ＣＢ使用照明器具のＬＥＤ化による省ＣＯ２

吸収冷温水機、ＧＨＰ、
蓄電池など

７

地域の防災・減災と低炭
素化を同時実現する自立
・分散型エネルギー設備
導入推進事業

３/４、
２/３、
１/２　

公共施設（避難施設、防災拠点等）および、防
災・減災に資する再生可能エネルギー設備、未
利用エネルギー利用設備、コージェネシステム
並びに蓄電池等の付帯設備の導入支援

コージェネレーションシ
ステム、ＧＨＰ、蓄電池
など

８ 地方公共団体カーボン・
マネジメント強化事業

２/３、
１/２、
１/３　

地球温暖化対策計画に即して策定する「地方公
共団体実行計画事務事業編」に基づき、先進的
な取り組みを行おうとする地方公共団体に、カ
ーボン・マネジメント体制の整備等を条件に庁
舎等への省エネ設備御導入を補助。

コージェネレーションシ
ステム、吸収冷温水機、
ＧＨＰなど

９ エコリース事業 リース料総額
の２～５％　

中小企業や個人事業主等が、リースにより低炭
素機器を導入した場合に、リース料総額の２～
５％を指定リース事業者に助成

ＥＨＰ、ＧＨＰ、ボイラ
ーなど

Ｃ．国土交通省管轄

１
環境・ストック活用推進
事業

１/３
民生部門（業務・家庭部門）のＣＯ２削減目標
達成に向けて、住宅・建築物の省エネ改修に対
する支援を行う

ＥＨＰ、ＧＨＰ、ボイラ
ーなど

Ｄ．文部科学省管轄

１ 学校施設環境改善交付金 １/３
教室へのエアコン導入、危険なブロック塀の撤
去・改修、トイレの洋式化など、公立学校の施
設整備を助成する

ＧＨＰ、ＥＨＰ

物
件
に
応
じ
た
活
用
を

対
Ｅ
Ｈ
Ｐ 
優
位
性
生
か
す
選
択
で

19年度空調設備
関 連 補 助 金

　
２
０
１
９
年
度
予
算
政
府
案
に
お
け
る
冷
凍
空
調
設
備
に
関
わ

る
補
助
事
業
を
経
済
産
業
省
、
環
境
省
、
国
土
交
通
省
、
文
部
科

学
省
の
予
算
別
に
整
理
し
た
。
予
算
成
立
が
前
提
と
な
る
が
、
事

業
件
数
は
経
済
産
業
省
５
事
業
、
環
境
省
９
事
業
、
国
土
交
通
省

と
文
部
科
学
省
が
各
１
事
業
と
な
っ
て
い
る
。
18
年
度
第
１
次
補

正
予
算
で
公
立
小
中
学
校
普
通
教
室
へ
の
エ
ア
コ
ン
設
備
導
入
費

用
の
補
助
が
あ
り
、
第
２
次
補
正
予
算
で
も
空
調
機
器
関
係
の
補

助
が
含
ま
れ
て
い
る
。
Ｇ
Ｈ
Ｐ
の
販
売
は
Ｅ
Ｈ
Ｐ
と
競
合
す
る
ケ

ー
ス
が
多
く
、
Ｅ
Ｈ
Ｐ
が
有
利
と
な
る
イ
ニ
シ
ア
ル
コ
ス
ト
の
差

を
、
ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト
メ
リ
ッ
ト
で
早
期
に
回
収
す
る
こ
と
が

重
要
ポ
イ
ン
ト
に
な
る
。
そ
の
た
め
、
物
件
ご
と
に
適
し
た
補
助

事
業
を
見
極
め
、
迅
速
な
対
応
を
取
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
以

下
は
、
各
省
の
補
助
事
業
予
算
額
（
補
助
率
、
事
業
内
容
、
対
象

機
器
は
別
表
）
。

経
産
省
・
環
境
省
の
補
助
金

第
２
次
補
正
予
算
成
立

18
年
計 

両
仕
様
機
と
も
減
少
傾
向

6.3
％
減
の
２
万
7935
台
に

ＧＨＰ出荷

12
月
エ
ア
コ
ン
出
荷

パ
ッ
ケ
ー
ジ
エ

ア
コ
ン
は
堅
調

70
周
年
迎
え
さ
ら
に
発
展
へ

温
暖
化
防
止
対
策
に
力

日冷工

鳥
波
会
長 

業
界
の
地
位
向
上
へ

講
習
会
な
ど
事
業
推
進

日設連

2018年（１～12月）のＧＨＰ出荷実績
［容量別出荷台数］

容量／㏋ ＬＰガス仕様
（前年比）

都市ガス仕様
（前年比） 合　計

３～５
141 1,026 1,167 

（92.2％） (119.4％） （115.3％）

６～10
947 3,137 4,084 

（101.6％） （103.6％） （134.9％）

11～30
4,840 17,844 22,684 

（90.2％） （91.7％) （91.4％）

合 計
5,928 22,007 27,935 

（91.9％) （94.2％） （93.7％）

［馬力&kW］
ＬＰガス仕様
（前年比）

都市ガス仕様
（前年比） 合　計

馬力
107,514.5 404,852.5 512,367.0 
（90.7％） (92.4％) (92.0％)

kW
301,705.6 1,137,059.9 1,438,765.5 
（90.7％） （92.4％） （92.0％）

年
度
第
２
次
補
正
予
算
が
７

日
の
参
議
院
本
会
議
で
可

決
、
成
立
し
た
。

　
燃
料
備
蓄
の
推
進
事
業
補

助
金
は
社
会
的
重
要
イ
ン
フ

ラ
の
機
能
を
維
持
す
る
た
め

に
、
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
バ
ル
ク
貯
槽

や
石
油
タ
ン
ク
な
ど
の
燃
料

を
確
保
す
る
設
備
と
、
自
家

発
電
設
備
な
ど
の
設
備
導
入

を
支
援
す
る
も
の
。

　
補
助
対
象
設
備
は
Ｌ
Ｐ
ガ

ス
バ
ル
ク
貯
槽
、
Ｌ
Ｐ
ガ
ス

発
電
機
や
照
明
機
器
、
Ｇ
Ｈ

Ｐ
や
コ
ー
ジ
ェ
ネ
シ
ス
テ
ム

な
ど
を
含
む
燃
焼
機
器
と
な

る
予
定
。
予
算
は
58
・
５
億

円
で
、
19
年
度
予
算
案
に
も

33
・
８
億
円
が
計
上
さ
れ
て

い
る
。

　
自
立
・
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ

ー
設
備
補
助
金
は
、
災
害
時

の
事
業
継
続
性
の
向
上
に
寄

与
す
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー
設
備
な
ど
の
導
入
を
支
援

す
る
も
の
で
、
平
時
は
施
設

の
運
営
に
伴
う
温
室
効
果
ガ

ス
排
出
を
抑
制
し
、
災
害
時

に
は
地
域
防
災
計
画
や
地
方

公
共
団
体
と
の
協
定
に
よ
っ

　
日
本
冷
凍
空
調
工
業
会

（
高
木
俊
幸
会
長
）
は
１
月

11
日
、
東
京
・
品
川
区
の
マ

リ
オ
ッ
ト
ホ
テ
ル
東
京
で
２

０
１
９
年
賀
詞
交
歓
会
を
開

い
た
。

　
開
会
に
当
た
り
高
木
会
長

は
「
主
要
な
冷
凍
空
調
機
器

の
国
内
出
荷
状
況
は
酷
暑
の

を
及
ぼ
す
１
年
に
な
る
が
、

引
き
続
き
業
種
の
確
立
や
地

位
の
向
上
を
目
指
し
、
あ
ら

ゆ
る
場
面
に
お
い
て
存
在
感

を
発
揮
で
き
る
よ
う
に
努
め

て
い
く
。

　
特
に
関
係
各
所
か
ら
評
価

さ
れ
て
い
る
▽
冷
媒
配
管
施

工
技
術
講
習
会
の
開
催
▽
冷

媒
フ
ロ
ン
類
取
扱
技
術
者
養

成
の
た
め
の
講
習
会
の
開
催

▽
フ
ロ
ン
排
出
抑
制
法
改
正

に
向
け
た
協
力
と
周
知
▽
高

圧
ガ
ス
保
安
法
令
の
順
守
と

自
主
保
安
体
制
の
構
築
▽
青

年
部
会
の
活
性
化
▽
深
刻
化

し
て
い
る
人
材
不
足
対
策
や

若
手
入
職
者
の
確
保

―
に

取
り
組
ん
で
い
く
。

っ
た
。

　
来
賓
を
代
表
し
経
済
産
業

省
製
造
産
業
局
産
業
機
械
課

長
・
玉
井
優
子
氏
は
、「
今

年
は
文
部
科
学
省
を
中
心

に
、
空
調
機
器
未
設
置
の
学

校
に
設
置
を
進
め
て
い
く
予

定
で
あ
り
、
今
年
度
の
補
正

予
算
で
は
こ
れ
に
対
応
し
て

い
く
た
め
に
約
８
０
０
億
円

と
い
う
予
算
が
措
置
さ
れ

た
。
各
地
の
学
校
で
円
滑
に

設
置
で
き
る
よ
う
協
力
し
て

も
ら
い
た
い
」
と
要
請
し

た
。
ま
た
、
経
産
省
と
し
て

「
自
由
貿
易
の
旗
振
り
に
努

め
、
６
月
に
開
か
れ
る
Ｇ
20

大
阪
、
来
年
の
東
京
オ
リ
ン

ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ

ク
、
そ
し
て
25
年
の
大
阪
万

博
な
ど
を
契
機
と
し
た
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
を
軸
に
、
経
済

成
長
を
し
っ
か
り
支
え
て
い

く
。
そ
の
た
め
に
、
Ｉ
ｏ
Ｔ

を
活
用
し
て
従
来
の
製
品
や

業
種
の
壁
を
越
え
た
新
し
い

付
加
価
値
や
サ
ー
ビ
ス
を
生

み
出
す
『
コ
ネ
ク
テ
ィ
ッ
ド

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
ー
ズ
』
を
推

進
し
、
技
術
を
ベ
ー
ス
に
世

界
で
競
争
し
て
い
く
こ
と
が

重
要
だ
」
と
述
べ
た
。

な
り
、
両
仕
様
機
合
計
で
２

万
７
９
３
５
台
（
同
６
・
３

％
減
）、
51
万
２
３
６
７
・

０
馬
力
（
同
８
・
０
％
減
）

と
な
っ
た
。

　
18
年
度
第
３
四
半
期
の
Ｇ

Ｈ
Ｐ
出
荷
実
績
は
、
Ｌ
Ｐ
ガ

ス
と
都
市
ガ
ス
の
両
仕
様
機

合
計
で
９
４
０
４
台
（
前
年

同
期
比
４
・
１
％
減
）、
馬

力
ベ
ー
ス
で
16
万
８
２
２
２

・
０
馬
力
（
同
８
・
６
％

減
）。
ガ
ス
種
別
で
は
Ｌ
Ｐ

ガ
ス
仕
様
機
が
１
７
９
８
台

（
同
16
％
減
）、
３
万
２
６

９
４
馬
力
（
同
18
％
減
）
と

大
幅
に
減
少
し
、
都
市
ガ
ス

仕
様
機
は
７
６
０
６
台
（
同

　
日
本
冷
凍
空
調
工
業
会
が

調
査
し
た
12
月
の
家
庭
用
・

業
務
用
エ
ア
コ
ン
の
出
荷
台

数
は
、
▽
家
庭
用
ル
ー
ム
エ

ア
コ
ン
＝
62
万
６
５
３
８
台

（
前
年
同
月
比
１
１
０
・
９

％
）
▽
業
務
用
パ
ッ
ケ
ー
ジ

エ
ア
コ
ン
＝
６
万
３
２
１
４

台
（
同
１
０
１
・
４
％
）
▽

Ｇ
Ｈ
Ｐ
＝
２
２
８
２
台
（
同

93
・
５
％
）
と
な
っ
た
。

　
11
月
は
Ｇ
Ｈ
Ｐ
も
都
市
ガ

ス
仕
様
機
が
出
荷
を
伸
ば
し

て
前
年
を
上
回
っ
た
が
、
12

月
は
都
市
ガ
ス
仕
様
機
、
Ｌ

Ｐ
ガ
ス
仕
様
機
と
も
に
減
少

し
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
た
。
パ

ッ
ケ
ー
ジ
エ
ア
コ
ン
は
堅
調

に
推
移
し
て
い
る
。

　
家
庭
用
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
給

湯
器
（
エ
コ
キ
ュ
ー
ト
）
も

４
万
５
７
６
６
台
（
同
１
０

７
・
１
％
）
と
成
長
を
続
け

て
い
る
。

　
経
済
産
業
省
の
「
災
害
時

に
備
え
た
社
会
的
重
要
イ
ン

フ
ラ
へ
の
自
衛
的
な
燃
料
備

蓄
の
推
進
事
業
補
助
金
」

と
、
環
境
省
の
「
地
域
の
防

災
・
減
災
と
低
炭
素
化
を
同

時
実
現
す
る
自
立
・
分
散
型

エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
等
導
入
推

進
事
業
」
な
ど
の
防
災
強
化

が
盛
り
込
ま
れ
た
２
０
１
８

影
響
も
あ
り
好
調
で
、
ル
ー

ム
エ
ア
コ
ン
は
過
去
最
高
の

出
荷
台
数
を
記
録
す
る
勢
い

だ
。
業
界
全
体
で
堅
調
な
業

績
が
見
込
め
る
状
況
に
あ

る
」
と
説
明
し
、
重
点
課
題

と
し
て
「
温
暖
化
防
止
に
向

け
た
国
際
的
約
束
を
順
守
す

る
た
め
に
、
新
冷
媒
・
代
替

技
術
の
開
発
に
継
続
し
て
取

り
組
む
。
特
に
今
年
は
ビ
ル

用
マ
ル
チ
エ
ア
コ
ン
や
内
蔵

型
冷
蔵
シ
ョ
ー
ケ
ー
ス
な
ど

の
指
定
製
品
の
追
加
が
議
論

さ
れ
る
予
定
で
あ
り
、
機
器

の
安
全
性
を
確
保
し
、
同
時

に
顧
客
に
も
広
く
理
解
を
求

め
る
活
動
を
最
重
要
課
題
と

し
て
進
め
て
い
く
」
と
述
べ

た
。

　
そ
の
う
え
で
「
日
冷
工
は

今
年
、
創
立
70
周
年
を
迎
え

る
。
次
の
１
０
０
周
年
、
１

５
０
周
年
に
向
け
て
、
製
品

の
安
全
性
確
保
と
品
質
向
上

を
図
り
、
国
民
生
活
の
安
定

と
業
界
の
健
全
な
発
展
に
努

め
て
い
こ
う
」
と
抱
負
を
語

　
日
本
冷
凍
空
調
設
備
工
業

連
合
会
（
日
設
連
）
の
鳥
波

益
男
会
長
は
今
年
の
活
動
に

つ
い
て
年
初
に
所
感
を
発
表

し
た
。
要
旨
は
次
の
通
り
。

　
日
設
連
で
は
昨
年
の
定
時

総
会
で
承
認
さ
れ
た
事
業
を

推
進
し
て
お
り
、
特
に
重
点

課
題
で
あ
る
地
球
環
境
問

題
、
施
工
品
質
の
向
上
、
冷

凍
空
調
設
備
業
界
の
社
会
的

地
位
の
向
上
に
つ
い
て
会
員

企
業
が
一
丸
と
な
っ
て
取
り

組
ん
で
い
る
。

　
今
年
は
Ｈ
Ｃ
Ｆ
Ｃ
生
産
の

最
終
年
で
あ
り
、
モ
ン
ト
リ

オ
ー
ル
議
定
書
キ
ガ
リ
改
正

に
よ
る
Ｈ
Ｆ
Ｃ
生
産
削
減
も

ス
タ
ー
ト
す
る
。

　
さ
ら
に
、
フ
ロ
ン
回
収
率

向
上
の
た
め
の
「
フ
ロ
ン
排

出
抑
制
法
」
の
改
正
も
見
込

ま
れ
る
。
冷
凍
空
調
設
備
業

界
に
と
っ
て
も
大
き
な
影
響

　
２
０
１
８
年
１
～
12
月
の

Ｇ
Ｈ
Ｐ
年
間
出
荷
実
績
は
Ｌ

Ｐ
ガ
ス
仕
様
機
が
５
９
２
８

台
（
前
年
同
期
比
８
・
１
％

減
）、
10
万
７
５
１
４
・
５

馬
力
（
同
９
・
３
％
減
）、

都
市
ガ
ス
仕
様
機
が
２
万
２

０
０
７
台
（
同
５
・
８
％

減
）、
40
万
４
８
５
２
・
５

馬
力
（
同
７
・
６
％
減
）
と

０
・
７
％
減
）、
13
万
５
５

２
８
・
０
馬
力
（
同
５
・
２

％
減
）
だ
っ
た
。
Ｇ
Ｈ
Ｐ
は

11
年
以
降
、
出
荷
台
数
を
伸

ば
し
て
き
た
が
、
Ｌ
Ｐ
ガ
ス

仕
様
機
は
17
年
の
出
荷
台
数

で
７
年
振
り
に
減
少
し
、
18

年
は
大
幅
に
前
年
実
績
を
下

回
っ
た
。
出
荷
台
数
が
多
い

都
市
ガ
ス
仕
様
機
も
減
少
傾

向
が
継
続
し
て
い
る
。

　
１
月
の
出
荷
台
数
は
１
４

２
３
台
（
同
０
・
９
％
減
）

で
、
ガ
ス
種
別
で
は
Ｌ
Ｐ
ガ

ス
仕
様
機
が
２
３
５
台
（
同

16
・
７
％
減
）、
都
市
ガ
ス

仕
様
機
が
１
１
８
８
台
（
同

７
・
６
％
増
）
と
な
っ
た
。

　【
経
産
省
管
轄
補
助
金
】

　
①
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
投
資
促

進
に
向
け
た
支
援
等
補
助
金

５
５
１
・
８
億
円
（
前
年
度

予
算
６
０
０
・
４
億
円
）
②

災
害
時
に
備
え
た
社
会
的
重

要
イ
ン
フ
ラ
へ
の
自
衛
的
な

燃
料
備
蓄
の
推
進
事
業
費
補

助
金
33
・
８
億
円
（
同
７
・

３
億
円
）
③
中
小
企
業
等
に

対
す
る
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
診
断

事
業
補
助
金
10
・
７
億
円

（
同
12
億
円
）
④
天
然
ガ
ス

の
環
境
調
和
等
に
資
す
る
利

用
促
進
事
業
費
補
助
金
８
億

円
（
同
12
・
５
億
円
）
⑤
社

会
経
済
活
動
の
維
持
に
資
す

る
天
然
ガ
ス
利
用
設
備
導
入

支
援
事
業
補
助
金
40
億
円

（
新
規
）

　【
環
境
省
管
轄
補
助
金
】

　
①
先
進
対
策
の
効
率
的
実

施
に
よ
る
Ｃ
Ｏ

排
出
量
大

幅
削
減
事
業
37
・
０
億
円

（
同
37
億
円
）
②
業
務
用
施

設
等
に
お
け
る
ネ
ッ
ト
・
ゼ

ロ
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
ビ
ル

（
Ｚ
Ｅ
Ｂ
）
化
・
省
Ｃ
Ｏ


促
進
事
業
（
一
部
経
産
省
、

国
交
省
、
厚
生
労
働
省
連
携

事
業
）
の
う
ち
Ｚ
Ｅ
Ｂ
実
現

に
向
け
た
先
進
的
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
建
築
物
実
証
事
業
等
50

億
円
（
同
）
③
Ｌ
２
―
Ｔ
ｅ

ｃ
ｈ
（
先
導
的
低
炭
素
技

術
）
導
入
拡
大
事
業
０
・
５

億
円
（
４
・
８
億
円
）
④
Ｃ

Ｏ

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
診

断
推
進
事
業
20
億
円
（
同
）

⑤
脱
フ
ロ
ン
・
低
炭
素
社
会

の
早
期
実
現
の
た
め
の
省
エ

ネ
型
自
然
冷
媒
機
器
導
入
加

速
化
事
業
（
一
部
農
林
水
産

省
、
経
産
省
、
国
交
省
連
携

事
業
）
75
億
円
（
65
億
円
）

⑥
設
備
の
高
効
率
化
改
修
支

援
事
業
11
億
円
（
12
億
円
）

⑦
地
域
の
防
災
・
減
災
と
低

炭
素
化
を
同
時
実
現
す
る
自

立
・
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
設

備
等
導
入
促
進
事
業
34
億
円

（
新
規
、
18
年
度
補
正
予
算

で
２
１
０
億
円
）
⑧
地
方
公

共
団
体
カ
ー
ボ
ン
・
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
強
化
事
業
52
億
円

（
32
・
７
億
円
）
⑨
エ
コ
リ

ー
ス
促
進
事
業
19
億
円
（
同
）

　【
国
交
省
管
轄
補
助
金
】

　
環
境
・
ス
ト
ッ
ク
活
用
推

進
事
業
99
・
83
億
円
（
１
０

０
倍
）

　【
文
科
省
管
轄
補
助
金
】

　
学
校
施
設
環
境
改
善
交
付

金
２
０
６
３
・
５
億
円
（
６

８
１
・
94
億
円
）

て
避
難
施
設
に
位
置
づ
け
ら

れ
た
公
共
施
設
・
民
間
施
設

の
事
業
継
続
性
向
上
に
寄
与

す
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

設
備
の
導
入
を
支
援
す
る
も

の
。

　
再
エ
ネ
設
備
等
と
は
、
太

陽
光
発
電
設
備
、
蓄
電
池
、

コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ

ス
テ
ム
や
高
効
率
空
調
設
備

な
ど
を
指
す
。
予
算
は
２
１

０
億
円
で
、
こ
ち
ら
も
19
年

度
の
予
算
案
で
新
規
事
業
と

し
て
34
億
円
を
計
上
し
て
い

る
。
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